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社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第３６回） 

平成２７年４月２１日 

 

 

【住宅政策課長】  お待たせいたしました。定刻になりましたので、ただいまから住宅

宅地分科会を開催させていただきます。本日は、委員の皆様方には、ご多忙のところご参

集いただきまして、ありがとうございます。また、分科会の委員、臨時委員へのご就任を

ご快諾いただきまして、改めてお礼を申し上げます。 

 私は事務局を担当しております、住宅政策課長の坂根でございます。分科会長選任まで

の間、進行を務めてまいりますので、よろしくお願いいたします。以降、座ってお話を申

し上げたいと思います。 

 分科会は、委員１０名と臨時委員２０名、合わせて３０名の方々がおられますが、本日

は２０名の皆様にご出席をいただいております。総数の３分の１以上に達しておりますの

で、分科会が成立しておりますことを、ご報告申し上げます。 

 また、分科会の公開についてですが、平成１３年に開催されました第３会の分科会で、

扱いとしてはマスコミにのみ公開、一般傍聴は不可という取り扱いが決定されており、以

降、そうした運営をしてきたところでございます。しかしながら、今回の住生活基本計画

の見直しは、大きな社会経済状況の変化を踏まえて、これまで以上に広範な議論が必要で

あり、また、最近の傾向としては、各分科会において一般傍聴を認める傾向にもあります

ので、今後は一般傍聴も可とする形で開催をさせていただきたいと考えておりますが、そ

れでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【住宅政策課長】  それでは、ご異議がないようですので、本日の議題２から、一般傍

聴を可として運営をさせていただきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

 なお議事録につきましては、従来どおりでありますけれども、内容につきまして各委員

の皆様にご確認いただいた後、発言者の氏名を除いて国交省のホームページにおいて一般

に公開することにしておりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、本日お手元にお配りしております資料についてです。議事次第を一番上につけて

おりますが、そのとおりでございますので、ご確認をお願いいたします。併せて座席表も

お手元に置かせていただいておりますので、ご参照いただければと思います。資料の不足
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等がございましたら、議事の途中でも結構ですので、事務局に手を挙げてお申しつけいた

だければ有り難いと思います。また委員の皆様の参考資料といたしまして、現在の「住生

活基本計画」のコピーと、それから少し厚いのですが、「住宅経済関連データ集」を置かせ

ていただいております。これらは今後の分科会でもお手元に置かせていただきたいと思い

ます。お持ち帰りの必要がございましたら、もちろんどうぞお持ち帰りください。次回は

また新しいものを机の上にご用意いたします。なお、「住宅経済関連データ集」については

国交省のホームページにも掲載しているところでございますので、データそのものが必要

な場合はそこからご覧ください。 

 事務的なことですけれども、審議の中でご発言を頂く際には、目の前にございますマイ

クのスイッチ、お二人に１つということで申しわけないのですが、薄紫のスイッチがある

かと思います。それをオンにしていただき、ご発言の終了後はスイッチをオフにしていた

だければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、本日ご出席の委員をご紹介いたします。本日は、委員改選後、初めての会

合になりますので、委員、そして臨時委員の皆様をご紹介させていただきます。なお、名

簿につきましては、資料１をご覧いただければと思います。 

 それでは、名簿順にご紹介をいたします。浅見泰司委員です。 

【浅見委員】  浅見です。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  工藤和美委員です。 

【工藤委員】  工藤でございます。よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  新たに委員に就任されました、齊藤広子委員です。 

【齊藤委員】  齊藤です。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  田中里沙委員です。 

【田中委員】  田中でございます。よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  中井検裕委員です。 

【中井委員】  中井でございます。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  深尾精一委員です。 

【深尾委員】  深尾でございます。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  続きまして、今回の住生活基本計画の見直しの審議に当たりまして

臨時委員に任命されました皆様をご紹介いたします。 

 伊香賀俊治委員です。 
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【伊香賀臨時委員】  伊香賀です。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  奥山千鶴子委員です。 

【奥山臨時委員】  奥山です。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  神山和郎委員です。 

【神山臨時委員】  神山です。よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  木村惠司委員です。 

【木村臨時委員】  木村でございます。よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  久住時男委員です。 

【久住臨時委員】  久住です。よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  児玉桂子委員です。 

【児玉臨時委員】  児玉でございます。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  小林勇委員です。 

【小林臨時委員】  小林でございます。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  篠原聡子委員です。 

【篠原臨時委員】  よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  末永照雄委員です。 

【末永臨時委員】  末永でございます。よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  諏訪雄三委員です。 

【諏訪臨時委員】  諏訪でございます。よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  土田あつ子委員です。 

【土田臨時委員】  土田あつ子でございます。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  中川雅之委員です。 

【中川臨時委員】  中川でございます。よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  永島恵子委員です。 

【永島臨時委員】  永島です。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  野澤千絵委員です。 

【野澤臨時委員】  野澤です。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  藤木賀子委員です。 

【藤木臨時委員】  藤木賀子です。よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  矢野龍委員です。 
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【矢野臨時委員】  矢野です。よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  続きまして、国土交通省の事務局幹部をご紹介いたします。 

 住宅局担当審議官の海堀でございます。 

【海堀審議官】  海堀です。どうかよろしくお願い申し上げます。 

【住宅政策課長】  土地・建設産業局次長の長谷川でございます。 

【長谷川土地・建設産業局次長】  長谷川でございます。よろしくお願い申し上げます。 

【住宅政策課長】  同じく担当審議官の栗田です。 

【栗田審議官】  栗田です。よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  なお、住宅局長、それから土地・建設産業局長、政策統括官につき

ましては、国会等の関係で欠席、あるいは遅れて参りますので、大変恐縮ですけれども、

お許しを頂ければと思います。また担当課長等につきましては、お手元に座席表がござい

ますので、ご覧いただければと思います。 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

 最初の議題は、住宅宅地分科会長の互選です。お手元に条文の抜粋、これは社会資本整

備審議会令でございますが、その抜粋をお配りしておりますけれども、この審議会令の第

６条第３項によりまして、委員の皆様から分科会長を互選していただくことになっており

ますが、どなたかご推薦をお願いできませんでしょうか。 

 では、○○委員、お願いします。 

【委員】  住宅政策や土地政策に大変お詳しい、以前から分科会長を務めておられまし

た浅見委員に、今回もぜひお願いしたいと思いますが、皆様はいかがでしょうか。 

【住宅政策課長】  他はよろしゅうございますか。 

 ありがとうございます。それでは、浅見委員に分科会長をお願いすることでよろしいで

しょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【住宅政策課長】  ありがとうございます。ご異議がないようですので、浅見委員に分

科会長をお願いし、この後の議事進行は、浅見分科会長にお願いしたいと存じます。よろ

しくお願いいたします。 

【分科会長】  どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、まず社会資本整備審議会令第６条第５項によりまして、分科会長代理を指名

させていただきたいと思います。分科会長代理は、分科会に属する委員のうちから分科会
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長が指名することとなっておりますが、工藤委員に分科会長代理をお願いしたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

【分科会長代理】  よろしくお願いします。 

【分科会長】  それでは、次の議題に移りたいと思いますが、その前に一般傍聴の方が

入室されますので、しばらくお待ちください。 

（傍聴者入室） 

【分科会長】  それでは、住宅宅地分科会の議事を進めたいと思います。 

 本日の議題は、「住生活基本計画（全国計画）の見直しについて」、それから「社会経済

情勢等の変化を踏まえた住宅政策の課題について」でございます。 

それでは議題の説明に先立ちまして、海堀審議官よりご挨拶をお願いします。 

【海堀審議官】 本日は、衆議院の国土交通委員会を開催しておりまして、橋本局長は現

在国会の方に出席しておりますので、恐縮ですが、私から冒頭、簡単にご挨拶させていた

だきます。 

 本日は、第３６回の住宅宅地分科会を開催いたしましたところ、これだけ大変多数の委

員の方にご出席賜りまして、大変ありがとうございます。本分科会でございますが、今年

度は、住生活の基本計画の見直しという大きな仕事に向けた、第１回目のキックオフとい

うことでございます。後で事務方からきちんとご説明させていただきますが、住生活の基

本計画は、２８年の３月を目途に新たに改定をして、計画をしていこうと思っています。

この住生活基本計画全体、１０年を見通す計画で、５年ごとに見直しをすることになって

おりまして、現行の計画を見直しして、２８年度年から、３７年度までの１０年間の住生

活を広く見通すものでございます。従来の住宅建設のみならず、住環境あるいはその周り

の人の住まい方も含めて、人口が減少し、今後世帯も減っていく中で、今回の見直しは新

たな視点を踏まえたものにしていただければと考えております。そういった背景を踏まえ

まして、本日、傍聴を募りましたところ、２日ですぐいっぱいになってしまうという状況

でございます。こういった皆さんの関心が非常に高くなって、少子高齢化、今後の住生活

や生活はどうなっていくのかという、そういったものの基盤となる計画として、本計画を

見直せればと思っております。計画については、さまざまなニーズ、特にハードのみなら

ずソフト、住まい方、あるいは住環境、コミュニティーといった、多岐にわたる話題があ

ろうかと思います。そういった観点で、非常に多くの先生方に今回ご参加いただいて、幅

広い観点からご議論を頂ければと思っているところでございます。産業界の皆様やＮＰＯ
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の方々など、現場で実際に活動されている方々も含めて、今後、忌憚のない意見を出して

いただければと思っております。どうかよろしくお願い申し上げます。 

【分科会長】  それでは、事務局より順次説明をお願いいたします。 

【住宅政策課長】  それでは、資料２から資料６まで一括してご説明をしたいと思いま

す。 

 まず資料２です。「住宅政策の制度的枠組みの変遷」ということでございます。ご案内の

とおり、我が国の住宅政策は、戦後の絶対的な住宅難、４２０万戸の住宅が足りないとい

う時代から発しており、その後の我が国の急激な人口増や都市化に対応するために、さま

ざまな施策を講じてきたところでございます。一番上をざっとご覧いただきますと、「住宅

難の解消」、「量の確保から質の向上へ」、「市場機能・ストック重視へ」、そして、「豊かな

住生活の実現」ということで、制度的な枠組みを変えながら住宅政策を講じているところ

でございます。一番左をご覧いただきますと、住宅金融公庫、公営住宅、日本住宅公団と

いう政策の３本柱を中心に、住宅供給を進めてきており、赤のところでございますけれど

も、住宅建設五箇年計画という形で、総合的な計画策定による住宅量の増加ということも

目指しながら進めてきたところでございます。今大きく時代が変わっておりまして、その

時代背景を踏まえながら、住生活基本法を２００６年に策定していただき、住生活基本計

画を策定した、そして今に至っているというのが大きな政策の枠組みでございます。 

 資料３をご覧ください。「住生活基本計画の見直しについて」でございます。この住生活

基本法の第１条に目的等が書かれておりますけれども、ここに住生活基本計画を策定する

ことによって、国民の居住の安定、あるいは社会福祉の向上を図ることが目指されている

ところでございます。この住生活基本計画、平成１８年９月に１回目のものをつくりまし

て、一部変更した後に、平成２３年３月に全部変更をしているものでございます。最後の

ところ、住生活基本計画の（抄）をご覧いただきますと、この計画については１０年間を

計画期間とするものですけれども、社会経済状況の変化に応じて５年ごとに見直しするこ

とになっておりまして、今般、平成２８年３月の改定を目途に、１年間ご議論いただきな

がら、見直しを行う作業をしていきたいと考えているところでございます。 

 資料４をご覧ください。「現行の住生活基本計画について」というものでございます。詳

しくは別途の冊子をご覧いただければと思いますが、１ページをめくっていただきますと、

「基本的な方針」、そして「計画の目標及びその達成のために必要な基本的な施策」から成

り立っております。「基本的な方針」については大きく３つございまして、「住宅の位置づ



 -7- 

けと住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の意義」、「豊かな住生活を実現する

ための条件」。そして３つ目として「住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策につ

いての横断的な視点」、ストック重視であるとか、市場重視であるとか、今我々がうたって

いるようなところが書かれてございます。 

 ２ページには、計画の目標等が書かれてございまして、この目標は大きく４つございま

す。目標１として「安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築」、目標２として「住

宅の適正な管理及び再生」、３ページに行きまして、目標３として「多様な居住ニーズが適

切に実現される住宅市場の環境整備」、目標４として「住宅の確保に特に配慮を要する者の

居住の安定の確保」という大きな目標を立てて、この目標に沿っていろいろな成果指標を

位置づけているところでございます。 

 ４ページは、都道府県計画も、この法律によって定めることになっております。各都道

府県で定めていただいているところでございます。特に、ここで取り上げておりますのは、

独自でいろいろな指標を定めていただいているところでございまして、その設定例を記載

しております。例えば、多いものとしては、環境負荷への配慮・省エネであるとか、景観

であるとか、地域コミュニティー・活動・支援といったものがございます。 

 また５ページに行きますと、木造住宅あるいは地域型住宅の供給生産体制について定め

ているところが多いことが見てとれるかと思います。 

 ６ページをご覧いただきますと、住宅確保要配慮者向けの民間賃貸住宅の整備、管理に

関する事項であるとか、住宅のバリアフリー、あるいはユニバーサルデザインなどについ

ても定められているところでございます。 

 ７ページをご覧ください。市町村計画の策定状況でございます。市町村計画は必ずしも

策定しなくていいことになっておりますけれども、我々としてはできるだけ策定をしてい

ただきたいということで、お願いしているところでございます。現在の策定状況は記載の

とおりでございます。詳しい説明は、今日は省略をいたします。 

 資料５でございます。先ほど成果指標と申し上げましたけれども、その指標を一覧性を

持って整理したのがこの資料でございます。この指標については、また個別の論点をご議

論いただくときにご紹介をしながら、どこまで達成できたのか、達成のためにはどういっ

た課題が残っているのかといったご議論をしていただきたいと思っております。今日は、

この一覧をもってご紹介にとどめたいと思っております。 

 資料６をご覧ください。それでは、今後、一体どういったスケジュールで見直していく
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のかということでございます。今年に入りまして、１月、２月に、住宅宅地分科会の委員

の皆様にお集まりいただきまして、非公開で勉強会を開催いたしました。かなり率直なご

意見等を頂いたところでございまして、後でご説明いたします論点ペーパーにも、そうい

ったご意見等が反映されているところでございます。４月は今日の分科会でございまして、

以降、５月、６月と、おおむね月１回程度で開催させていただければと思います。夏ぐら

いになりますと、主要論点、目標、基本的な施策を固めながら、成果指標をどう見直すか、

あるいは７月から９月のところに書いておりますとおり、関係者からのヒアリングなども

行っていきたいと思っております。秋ごろに改定案をまとめ、パブリックコメントをして、

３月に閣議決定という形で、１年間、息の長い話で恐縮でございますけれども、どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 私からのご説明は、以上でございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明につきまして、ご質問等ありましたら、よろしくお願いい

たします。 

 特によろしいでしょうか。 

 それでは、引き続き、事務局よりご説明をお願いしたいと思います。 

【住宅政策課長】  それでは、今日の中心となります、資料７と８について一括してご

説明したいと思います。 

 まず資料７でございます。 

 これは「我が国の住生活をめぐる状況」として、主なデータをピックアップして、つけ

させていただいております。１ページをご覧いただきますと、そこに目次兼見取り図をつ

けておりますので、ご覧ください。大きく、住生活をめぐる社会経済情勢、住宅供給の状

況、人の住まい方、そして、住まいに関する基礎条件という形で整理しているところでご

ざいます。 

 手短にご説明をしたいと思います。まずは、「住生活をめぐる社会経済情勢」ということ

で、３ページをご覧ください。これは人口の長期的な推移と将来推計でございます。先ほ

ど、私から、住宅政策の３本柱という形で戦後の住宅政策をご説明いたしましたけれども、

この人口の動向を見ますと、戦後から今に至るまで、約５,６００万人もの人口が増加して

おります。併せて大都市への集中も見られたところでございまして、そういった中で住宅

政策が講じられてきたわけでございます。今後、人口が急減していく中で、まさにこのグ
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ラフのとおり、今が時代の大きな変わり目と言えるかと思っております。ちなみに、２１

００年の人口の中位推計を見ますと、４,９５９万人ということで、５,０００万人を切っ

てしまうという、非常に大きなインパクトが我が国の社会経済にのしかかってくると言え

ると思います。 

 ４ページをご覧ください。年齢層別の人口の将来推計でございます。注目すべきは、年

齢層別の人口の実数の増減と、それから構成割合の変化でございます。ご覧いただきます

と、２０１０年から２０２５年までに、特に後期高齢者の伸びが著しく、約７５９万人増

加するのに対して、生産年齢人口は１,０８９万人、年少人口は３６０万人減少する見通し

になっております。また、２０６０年までを見ると、やはり後期高齢者の増加が著しく、

９１７万人の増加に対して、生産年齢人口が３,７５６万人の減少が見込まれ、まさに１つ

の国が失われてしまうぐらいのインパクトがあります。年少人口も８９３万人減少する見

通しでございます。 

 ５ページは、政府の「選択する未来」委員会で出されたものでございまして、２０３０

年までに合計特殊出生率を２.０７に回復させる場合に、２０６０年には１億人になるだろ

うという推計でございます。非常にチャレンジングな推計であることは間違いありません

けれども、我々としても、そういった方向を目指しての取り組みを進めていくということ

になっております。 

 ６ページは、人口ピラミッドであります。２０２５年を見ていただきますと、団塊の世

代が皆さん後期高齢者となり、団塊ジュニアが５０歳を超えるという形で、この多い人口

の部分をどう扱っていくかというのも、大きなテーマであろうと考えております。 

 ７ページをご覧ください。高齢人口、高齢化率の推移でございます。前期高齢者、後期

高齢者と分けておりますけれども、前期高齢者については、一旦減少することになってお

りますが、その後、増加する。後期高齢者については、一貫して増加する見込みでござい

ます。また高齢化率については、全ての圏域において上昇し続けるということでございま

す。特に、左のグラフの高齢人口については、首都圏の伸びが非常に著しい。首都圏の高

齢化が大きな問題だということが言えるかと思います。 

 ８ページは、人口・世帯数の推移と将来推計でございます。特に世帯数については、２

０２０年以降、減少を続けていく見通しでございます。ただ地方圏では、既に２０１５年

以降、減少を続けるだろうということが見込まれているわけでございます。 

 ９ページをご覧ください。世帯類型別、世帯数の変化であります。家族形態が変化して
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いるということでございまして、既に単身世帯が最も多い類型となっております。また、

夫婦と子の世帯が減少していく一方で、ひとり親と子世帯も増加することになっておりま

す。単身世帯の構成もさまざまでありまして、それに対応した政策をどう講じていくかと

いうことでございます。 

 １０ページは、年齢別単身世帯数と高齢者世帯数の推移でございます。単身の高齢者世

帯数は今後も増加いたします。２０２５年には７００万世帯に達する見通しでございます。

また高齢者の夫婦世帯も増加する見通しになっております。 

 １１ページは、１世帯当たりの人員、家族人員が減少傾向にあるということでありまし

て、一目瞭然ですけれども、４人、５人以上世帯が減り、１人、２人世帯がかなり増加し

ているということでございます。 

 １２ページは、左のグラフは長寿命化と高齢期の長期化が、これまでにない形で見られ

るということ。そして右側のグラフは、高齢者、一応この調査によって６０歳以上と言っ

ておりますけれども、働けるうちはいつでも働きたいということで、同じ高齢者といって

も、年齢層別にかなり意識、行動に違いがあるのではないかというものでございます。 

 １３ページでございます。高齢者の年齢別の自立度の変化ということでございまして、

研究者の調査によりますと、この赤のグラフですけれども、男性の７割、女性の９割が、

７０歳半ばぐらいから徐々に衰え始めて、何らかの介助が必要な状態にあるという報告と

なっています。 

 １４ページは、若者の動向でありまして、生涯未婚率、あるいは平均初婚年齢が上昇し

ています。右側のグラフは、合計特殊出生率は２００６年から上昇しておりますけれども、

出産する女性の人口が減っているため、出生数は減少傾向にあるところでございます。 

 １５ページをご覧ください。これは働き方の話でありまして、共働き世帯が増加してい

るということでございます。それから、下のグラフは女性の年齢階級別の労働力率の推移

でございまして、若い世代ほどＭ字カーブの２つの山が高くなっております。若い世代ほ

ど働いているということです。それと同時に谷が浅くなって、かつ、谷自体が右にずれる

傾向にあるということで、女性の働き方、社会参加の仕方が変わってきているということ

でございます。 

 １６ページは、所得・雇用環境の変化でありまして、左下をご覧いただきますとおわか

りになりますとおり、３０代男性を見てみますと、今、非常に厳しい状況になっておりま

す。また、右上ですけれども、非正規雇用率も年々増加しているという厳しい雇用環境に
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ございます。 

 １７ページは、若年世帯における住居費負担が以前に比べて相当大きくなってきている。

若者の住まいをどうしていくかというグラフでございます。 

 １８ページは、生活保護の現状でありまして、保護人員そして保護世帯とも、最近、か

なり増加傾向にあるということが言えるかと思います。 

 １９ページは、住宅扶助費の推移で、年々増えている状況が見て取れます。 

 次に、「住宅供給の状況」です。２１ページをご覧ください。住宅ストック数と世帯数の

推移でございます。ストック数は、総世帯を既に昔からかなり上回っております。今、１

６％ぐらい多い状況になっているところでございます。 

 そのストックの姿がどうなっているのかというのが、２２ページでありまして、これは

居住されている住宅のストックをグラフ化したものでございます。全国で５,２００万戸あ

りまして、うち６割が持ち家、４割が借家という形になっております。戸建がかなりの割

合を占めており、５０％ぐらいあります。最近、共同建、マンションが増えているという

ことでありまして、今や１０％にまで達しております。また民間賃貸住宅も、相当なスト

ックシェアを占めまして、約３０％が民間賃貸住宅ということでございます。こういった

見取り図になっていることをご認識いただければと思います。 

 ２３ページは、建築年代別の住宅ストック総数でありまして、新耐震以前のものも、ま

だかなり残っているということでございます。こういった住宅ストックをどうしていくか

というのも、これからの課題だろうと考えています。また借家とか分譲マンションの割合

も、最近増えてきているところでございます。 

 ２４ページは、公営住宅、ＵＲ住宅の年度別のストック数でございまして、かなり築年

数を経たものが多い状況になっているところでございます。 

 ２５ページは、いろいろなことが書かれておりますけれども、ここでは、この折れ線グ

ラフ、民間賃貸住宅の比率をご覧ください。大体住宅ストック数の２２％から２５％ぐら

いで推移しているということでございます。比較的全体のストック数に対する割合が安定

しているということが言えるかと思います。 

 ２６ページは、空き家の増加でございます。住宅・土地統計調査で出てまいりましたと

おり、８２０万戸が空き家でございます。ただ、その内訳を見ますと、右側の円グラフに

ありますとおり、賃貸用の住宅がかなり占めているところでございます。我々が問題視し

ていますのは、左側のグラフの３２０万戸、「その他空き家」と言われる、入院などのため
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に人が住んでいないものの増加が最近とみに見られるということで、これをどうするかと

いうことも、問題意識として持っているところでございます。 

 ２７ページ、２８ページは、住宅ストックの質ということで、耐震化、バリアフリー化、

省エネ化の状況を記載しているところでございます。かなり率が上昇してきたという評価

もありましょうし、省エネ性能はまだまだというところもあろうかと思います。 

 ２９ページ、３０ページは、今度はフローの着工戸数の推移を記載しております。昭和

４３年に１００万戸の着工を超えて以降、１００万戸を超える水準で推移しておりますが、

今後どうなるか、あるいは今後どうあるべきかという議論も必要かなと考えております。

３０ページのグラフは何を言っているかといいますと、着工戸数はかなり人口動態に左右

されるところが多い。特に生産年齢人口との相関関係があるのかなということで、大都市

部では横ばいですが、生産年齢人口の減少が大きい秋田、高知では、かなり着工戸数が減

っている状況が見てとれるかと思います。 

 ３１ページは、既存住宅流通量の推移と国際比較でありまして、最近、流通シェアにつ

いては、若干増えていまして、直近で１４.７％になっております。ただ国際的に見ると、

我が国は新築が多いという市場になっておりまして、その構造をどう変えていくのかとい

うことも、大きな課題だろうと考えております。 

 ３２ページは、住宅リフォーム市場の現状と国際比較でありまして、国際的に見ても、

まだ市場規模としては小さく、投資割合から見たリフォーム割合も小さい状況でございま

す。政府としては、これを大きくしていきたいという目標を立てているところでございま

す。 

 ３３ページは、そのリフォーム投資割合の推移でございまして、少しずつ大きくなって

いるものの、まだ３割に満たない状況でございます。 

 ３４ページは、視点を変えまして、郊外ニュータウンの状況ということで、計画人口は

大都市の約１０％を見込んだ形で整備が進められてきました。ただ、かなり年月がたって、

例えばここに書いておりますように、不十分なバリアフリーの状況であるとか、あるいは

高齢化の進行が見てとれるわけでございます。こういったものをどうしていくかというこ

とを課題として捉えております。 

 ３５ページです。滅失住宅の平均築年数ということで、日本の住宅は造っては壊すとい

うことで、早く滅失するという状況が、なかなか改善していない状況でございます。アメ

リカやイギリスの住宅と比べても、まだまだというところでございます。 



 -13- 

 ３６ページは、我が国の住宅ストックの資産評価でございます。赤の折れ線グラフがこ

れまでの住宅投資の累計、青の棒グラフが住宅資産額でございまして、そのギャップは約

５００兆円あるわけでございます。これをどう埋めていくかということが大きな課題にな

っております。１世帯当たりで見ると、約２,０００万円のロスが生じている状況でござい

ます。 

 ３７ページは、家計純資産額とその内訳を示したものであります。我が国の家計純資産

額は、約２,６８７兆円ございます。その中で住宅が約１１％、土地が約２５％を占めると

いうことで、家計のポートフォリオの中でもかなり大きな割合を占めております。先ほど

の１ページ前のグラフと照らし合わせますと、住宅資産の評価額をもっと大きくし、それ

を流動化することによって、家計の行動も変わってくる可能性があるのではないかと考え

ているところでございます。 

 ３８ページをご覧ください。次に「人の住まい方」でございます。 

 ３９ページは、居住水準の推移ということで、誘導居住面積水準、最低居住面積水準と

も、長い目で見ると改善してきている。ただ、これは世帯規模の縮小というのも要因とし

てあるのかなと考えております。 

 ４０ページは、住宅ストックと居住ニーズのミスマッチでありまして、これは大きな課

題と考えております。特に左のグラフをご覧ください。住宅の広さ、間取りに対する評価

については、子育て世帯に不満が大きい。また、高齢者は住宅で何が困っているかという

と、住宅が広過ぎて管理が大変だということでございます。こういったミスマッチを住み

かえ等によってどう解消していくかというのが、大きな課題であろうと考えております。 

 ４１ページです。新築・持ち家ニーズでございます。民間調査によりますと、５０％が

新築にこだわる一方で、４６％はあまりこだわらないという方もおられます。また、右の

グラフですけれども、新入社員のころ、マイホームが欲しいと思っていたのは、６０代で、

この方々は結構活力がある世代だと言われますが、そういった方々が多い。若い世代は逆

にそうでもないと言われております。 

 ４２ページをご覧ください。地域住民と地域との交流・つながりについての考え方と実

態ということで、コミュニティーについてどう考えるかということを、我々は調査をいた

しました。ほとんどの居住形態において、近隣住民等との交流・つながりを持つことが必

要と考えている方が多く、６割以上を占めています。しかし、民営の賃貸住宅においては、

少し低い状況が出てきているわけでございます。 
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 ４３ページは、その状況を行動との関係で見ますと、年齢が高くなるにつれて近隣住民、

地域との交流・つながりを持つことが必要と考えている割合と、実際にそういう活動に参

加している割合が高くなっております。ただし２０歳代の特に男性においては、そうした

ことが必要だけれども、実際行動していないという方が多いということでございます。 

 ４４ページは、地域でのつき合いでありまして、つき合っているという方は、高齢者に

多く、若年層ほどつき合っていないという形になっているところでございます。 

 ４５ページは、３０～４０代の子育て世帯が考える理想の家族の住まい方です。近居、

同居が大きな割合、特に近居というのが大きな割合を占めていることが、おわかりになる

かと思います。 

 ４６ページは、国民生活世論調査に基づく現在の住生活の満足度でございまして、結構

満足している人が多いということでございます。 

 ４７ページも、これは我々の住生活総合調査でございますけれども、おおむね満足とい

う方が増えていて、不満率が減ってきているという状況もございます。 

 ４８ページは、働き方の変化ということで、テレワーカーの状況を記載しております。

説明は省略いたします。 

 ４９ページは、住まい方の多様化の例として、シェアハウスの例を記載しております。

シェアハウスについては、近年、新規参入する事業者が大幅に増加をしております。ただ、

そのほとんどが東京都内に立地している状況です。そういった状況をご覧ください。 

 ５０ページは、住みかえの日米英比較でありまして、世帯当たりの持ち家への年間住み

かえ戸数を比較すると、米英に比べて小さい。米英は日本の３～４倍となっている状況で

ございます。 

 ５１ページは、大都市圏・地方圏別の年齢別転入超過数の状況であります。特徴的なの

は若い世代でありまして、若年層は東京圏への転入超過、地方圏は転出超過という形にな

っています。大阪圏、名古屋圏は、それほど動きがない。一方で、注目しておりますのは、

６０歳前後のアクティブシニアは、東京圏から地方圏への移動が認められる状況になって

おります。そういったことを踏まえて、地方創生なり住みかえなり、豊かな住まいづくり

なりを考えていけないかということも、テーマの１つだろうと考えております。 

 ５２ページは、日本に在留する外国人数が増加をしているということでございます。 

 次に、５３ページ、「住まいに関する基礎条件」でございます。 

 ５４ページをご覧いただきますと、今後、人口の低密度化と地域偏在がますます進んで
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いくことが予測されております。 

 ５５ページ、５６ページは、地方都市・大都市別に見た都市の現状と課題で、これは私

どもの都市局の資料でございますけれども、まず、多くの地方都市では、急速な人口減少

と高齢化に直面しており、地域の産業停滞も見られる。また、住宅や店舗等の郊外立地が

進み、市街地が拡散し、低密度な市街地を形成している。その結果、都市経営がかなり困

難になることが想定される状況でございます。一方で、大都市については、郊外部を中心

に高齢者が急速に増加し、特に首都圏は著しい。そういった中で、医療・介護の需要が急

増し、医療・福祉サービスの提供、あるいは地域の活力維持が満足にできなくなる懸念が

あるという問題認識を持っております。 

 ５７ページ、５８ページは、防災・震災関係でございます。５７ページは、密集市街地

の現状でございます。まだかなり多くの密集市街地が残っておりまして、その解消が大き

な課題になっております。５８ページは、巨大地震の切迫が言われておりまして、こうい

った災害対策も大きな課題だろうと考えております。 

 ５９ページは、土砂災害への対応でありまして、土砂災害警戒区域等の指定状況を記載

しております。各地で指定が進んでいる状況でございます。ただ、６０ページにあります

ように、去年の広島豪雨による土砂災害は、記憶に新しいところだと考えております。雨

の降り方が変わり、それに伴って災害の起こり方も変わってくる。それにどのように対応

するかという問題意識でございます。 

 ６１ページ、６２ページは、環境・エネルギー制約の話であります。６１ページは、エ

ネルギー消費でありまして、他部門はかなりこれまで取り組みが進んでおりますけれども、

建築物部門、これは住宅・建築物合わせてでございますが、この部内のエネルギー消費量

は著しく増大をしております。今や、全エネルギー消費量の約３分の１を占めているとい

うことで、抜本的な取り組みの強化が必要になっております。また６２ページは、住宅解

体関連の産業廃棄物の状況であります。全国で約３.８億トン出ておりますけれども、住宅

解体関係は約７７５万トンと推定しております。ただ、この推定は、これでいいのかとい

うと、右側の棒グラフにありますとおり、除却件数を１年に１２万戸というデータに基づ

いて計算しておるのですが、別のデータを見ると、この参考１にありますとおり、３６万

戸ぐらい滅失しているのではないかというデータもありまして、そういった意味からも、

住宅を壊すことによる環境負荷の大きさは、我々も認識をしておかないといけないと考え

ております。 
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 そうしたデータ、現状認識に基づきまして、資料８「住生活基本計画の見直しに当たっ

ての論点」を、非常に簡単ではありますけれども、記載をしております。この論点につき

ましては、先ほど申し上げましたとおり、１月、２月の当分科会の勉強会、そして私ども

が日ごろ感じている住宅をめぐる潮流の変化を踏まえて、かなりストレートに書いている

ものでございます。まだ項目だけですので、簡単にご説明いたしますけれども、今日は率

直なご意見等を頂ければありがたいと思っております。 

 大きく４つの柱からなっております。１つ目は、「人の住まい方」でございます。一言で

いうと、多様化する居住ニーズにどう対応するかということでございます。まずは、私ど

もは、人の住まい方から発想していこうということが大切だと考えております。今日を皮

切りとして、こうした議論をどこまで深めていけるかが、今回の見直しの大きなポイント

だろうと考えているところでございます。今までよりも自由に人々が住まいを確保する、

人々が主体的に居住環境をよくしていく、そういった世界ができないかなと思っていると

ころです。中身については、多様な居住ニーズに対応した住まいの実現ということで、例

えば二地域居住、移住、同居・近居、職住近接等、昨今のいろいろなテーマを取り上げて

いきたいと思っており、またそれに対応して、新築・既存、あるいは持ち家・借家、戸建・

マンションと、どういった住宅に住むのがいいのかという議論をしていくことが、中心に

なってくるかと思います。また、ライフスタイルやライフステージの変化に応じた住みか

えの円滑化、ミスマッチの解消も大きなテーマだと考えております。 

 次の３つの白マルは、多様な居住ニーズを、子ども、若者、高齢者といった切り口を鮮

明にして議論することも必要なのかなと思って書いております。子どもについては、健や

かな成長につながる住まいの実現ということで、子どもを生み、育てやすい住まい、ある

いは、子どもを育む居住環境、例えば職住近接によって子どもがお父さん、お母さんの働

く姿を、背中を見て育つといったやり方もあるのかなと。また若者の自己実現につながる

住まいの実現ということで、特に若者は自己への投資が必要だと思っているのですが、居

住費負担の重さをどう考えていくか。そういったこともテーマだろうと思っております。

高齢者については、生き生きと暮らせる長寿社会の形成ということで、アクティブエイジ

ングというＷＨＯの概念がございますけれども、そういったものを目指していきたいと考

えている次第でございます。また、多様化する社会的弱者の居住の安定の確保について、

これは伝統的には住宅政策の根幹を占めるものでございまして、そういった議論も必要か

と思っております。 
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 次のページ、②の「住宅供給のあり方」をご覧ください。ここでは、「フローからストッ

クへ、そしてサービスへ」と書かせていただいております。この「サービスへ」はわかり

にくいかもしれませんけれども、大きく２つあるかと思っております。１つ目は、住宅の

帰属家賃という概念がありますように、家そのもの、住宅そのものから得られるサービス

を、もっと意識してもいいのではないかということ、それから２つ目として、それ以外の

サービス、居住に伴うサービスも、より幅広く視野に入れた検討をしていくべきではない

かということ。そういった２つの視点を持って、サービスということを書かせていただい

ております。 

 １つ目の白マルですけれども、これが、今我々が一番に議論するところかと思って書い

ているところでございます。既存住宅ストックの価値の維持・向上と活用でございます。

これについては既に施策の厚みを相当増してきておりますけれども、これまで我が国で形

成されてきた住宅ストックを、より豊かに、住生活の豊かさにつなげるような形で活用し

ていけないかという発想でございます。幾つかテーマがあります。まずは「住宅ストック

のマネジメント・システムの確立」ということで、住宅を適切に維持管理していこうでは

ないかということ、あるいは、戸建住宅に関する評価手法を改善していこうということを

考えています。これまで、ともすれば２０年たてば一律に価値がゼロになるという評価を、

改善していこうではないかという取り組みを進めています。住宅ストックの流通促進であ

るとか、リフォーム・リノベーション、用途転換、老朽住宅の除却、空き家の利活用と除

却といったものも必要かと思っております。また、ここに所有者・居住者の意識構造改革

と書かせていただいておりまして、実は、これが住宅市場を変えていくための大きなポイ

ントになるのかなとも考えております。また、住宅のストック効果の分析・公表というこ

とで、これは少しわかりにくいかもしれませんが、インフラの世界では検討が進められて

いるところでございまして、そういった概念を住宅にも持ち込んで、我々としても検討を

進め、世の中に出していけないかとも考えております。次に「安全・安心で快適なマンシ

ョンライフの実現」ということで、修繕を通じた長寿命化・質の向上、円滑な建て替えの

促進、また専門家の活用等によるマンションの管理の適切な促進ということも、書かせて

いただいているところでございます。 

 ２つ目の白マルは、「住宅ストックの質の向上」でありまして、これは従来からやってお

りますけれども、いい住宅を未来に残すために大事なものと考えております。耐震化・省

エネ化・長期優良化等の推進、あるいは木造住宅の供給や木材利用の促進、ＩＣＴの活用
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といったものを、もっと進めていければということでございます。 

 次に、賃貸住宅市場における居住者の選択肢の拡大でございます。賃貸住宅市場はまだ

まだというところもあろうかと思いますが、私どもの念頭にありますのは、２０１０年に、

民間機関が、東京をはじめとする世界の大都市の賃貸住宅実態調査を取りまとめておりま

す、「愛ある賃貸住宅を求めて」という有名なレポートでして、生活者の暮らしの質の視点

で賃貸住宅の市場を問い直そうではないかというものでございます。そういったレポート

などを見てみますと、出されてから５年経ちましたけれども、そこで目指された世界がか

なり生じてきているのではないか、それをもっと進めることができないかという発想でご

ざいます。黒マルとして、豊かな住生活実現の基盤としての賃貸住宅市場の確立をしてい

きたいということで、質の向上、長寿命化はもとより、多様化する居住ニーズへの対応と

いうことで、さまざまな形での賃貸住宅というものがあり得るのではないかということを

念頭に置いております。また空き家の利活用、そして持ち家の賃貸化などもあり得るかな

と。いろいろな情報提供があってもいいだろう、定借ももっと活用してほしい、そんなこ

とを考えております。 

 また次の３つのポツは、これもポイントと考えておりまして、居住サービス提供者とし

ての賃貸人、大家さんとかオーナーさんの意識・行動変革、まちに若い人を呼んでくるた

めのリクルーターみたいな活動もあっていいのではないか。逆に、住まい手としての居住

者の主体性の確立ということで、コミュニティーの一員としての自覚と行動がもっとあっ

てもいいのではないか。それを支える仕組みとして、居住支援協議会の活動をもっと充実

させていこうではないかということで、そういった各者の取り組みを通じながら、時間プ

ロセスを踏んで、住まいの場を共につくっていくことも大事なのかなということで、書か

せていただいているところでございます。 

 次に、「住生活関連サービスの充実」ということで、住生活の安心を支えるサービスの提

供に向けた新たな産業展開という項目を立たせていただいております。この中は、いろい

ろありまして、１つ目は、循環型住生活関連サービス。少しわかりにくい概念ですけれど

も、若干の説明をいたしますと、私どもは住生活基本計画では、「いいものを作って、きち

んと手入れして、長く大切に使う」という、持続可能な社会を目指すことをポイントにし

ておりますが、そういった国民の居住行動をサポートするような産業があってもいいので

はないかという思いでございます。具体的には、いいものをつくったり、あるいはインス

ペクションを推進したり、住宅の維持管理、リフォーム、瑕疵保険、あるいは住宅を売っ
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てまた住み替える、住宅を資金化して生活の足しにするといったサービス、まだまだこれ

からですが、そういった相談サービスもあってもいいのかなと。そういったものを充実さ

せていただきたいと考えております。また、当然のことながら、医療・介護・福祉、子育

て等についてのサービスも重要だろうと考えております。そして、さらに広く、豊かな住

生活実現のための「職・住・遊・学」、これは都市機能を象徴する言葉として使わせていた

だきましたけれども、そうしたものに関するサービスの連携・提供なども考えていければ

と思っております。 

 併せて、次の黒マルですけれども、住宅と金融は切っても切れません。これは、住宅ロ

ーンのみならず、さまざまな場面で、もっと住宅とお金の関係を考えていきたいというこ

とでございまして、例えばリバースモーゲージであるとか、既存住宅を買ってリフォーム

をするときのリフォーム一体型ローンであるとか、あるいは最近、地方銀行が地方公共団

体との連携のもとに、地方の定住を促進するためのローンを出していただいています。そ

ういったやり方もあるのかなと。そういったものも、テーマとして考えていければと思っ

ております。 

 次のページでございます。大きな３番、「都市・地域のあり方」でございます。住宅関係

も、敷地あるいは敷地の中の建物だけではなく、都市・地域やコミュニティーとの関係で

考えていかないといけない、そういった考えをもっと強めていかないといけないと考えて

いるところでございます。テーマは、「地域の価値向上と豊かで持続的なコミュニティーの

形成」でございます。白マルの１つ目としては、「まちづくりと住宅政策の連携による地域

の価値向上」ということでございます。これは一言で言うと、先ほどの大都市・地方の問

題を申し上げましたけれども、時代の変化に対応し切れない都市・地域の空間を、新たな

生活なり産業の場なりとして仕立て直すことも、住宅政策を通じて考えてもいいのかとい

うことでございます。黒マルをご覧いただきますと、持続可能な住環境・街並みの実現と

いうことで、都市のコンパクト化、これは住み替えなどを通じて、長い時間をかけて都市

の中心部等に誘導していくということになろうかと思いますけれども、そういった都市政

策との連携、密集市街地の改善、そして防災上安全な地域への居住の誘導、具体的には情

報提供であるとか、あるいは、こういうことができるかなというのはあるのですが、防災

上危険な区域における住宅整備に対する支援措置をもう縮小していこうではないか、そこ

までいってもいいのではないかということも、議論をしていきたいと思っております。ま

た地域包括ケアとの連携による、スマートウェルネス住宅・シティの実現も大きなテーマ
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であろうと考えております。 

 次の黒マルは、公的賃貸住宅、公営住宅やＵＲの団地であるとか、そういったものでご

ざいます。これらは、まとまった空間資源の代表として書かせていただいているところで

ございまして、こういったものを活用して、都市・地域の価値向上に影響を及ぼしていく

ということでございます。公的賃貸住宅の活用とか建て替え・再編等を通じた地域の居住

機能の向上、これは単に住宅を建て替えるだけではなくて、そこに子育て機能であるとか、

福祉機能であるとか、いろいろな機能も併せて入れていくというものでございます。また

事業者間連携なども進めていく、そして、住宅団地の再生促進なども進めていくというと

ころでございます。いずれにしても、公的住宅団地は非常にゆったりとした伸びやかな空

間を持っておりますので、そういった良質の資源を生かしながら、まちづくりを進めてい

くという発想でございます。 

 次の白マルは、そして最終的にはどうするのかということですが、「豊かで持続可能なコ

ミュニティーの実現」でございます。このコミュニティーについては、私どもはこう考え

ております。地縁とか血縁に基づく、従来のともすれば息苦しいコミュニティーではなく

て、自立した個人が自発的に結びついた共同体であると。そして、ともすれば従来のよう

に内側に閉じるのではなくて、外の人たち、外の世界に対しても開かれたものが形成され

ていかないかと考えているところでございます。例えば、現在も、新しいコミュニティー

づくりということで、いろいろな取り組みが進められているところでございます。多世代

循環型居住であるとか、外国人の住まい方、マンションを核にしたコミュニティーづくり、

エリアマネジメント、コミュニティーデザイン、リノベーションスクール、現代版「家守」

と、それぞれ特色ある取り組みを我々としても念頭に置きながら、住まいというものを考

えていくというのが、１点。次に、歩いて暮らせる街づくり、あるいは街の「居場所」づ

くり、人と住宅・公共空間をつなぐ「中間領域」の形成、こんなものもできないかなと思

っております。これはどちらかというと、豊かなコミュニティー、あるいは都市空間形成

のポイントづくり的なものでございます。この「中間領域」というのはわかりにくいかも

しれませんけれども、勉強会でも出た概念でございます。例えば、従来の住宅ですと、縁

側であるとか、土間であるとか、通り庭であるとかいったものが備わっていますが、こう

いったものも大事にしながら、コミュニティーを考え、デザインを考えていくといったも

の。最近では、マンションの公開空地のようなものもあろうかと思います。そういった内

と外との境界がぼんやりしていて曖昧な空間づくりも、住宅づくりにおいては大事なのか
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ということで、書かせていただいているわけでございます。 

 最後、大きな４番目、「住宅の意義の再検証」ということで、「『住宅』とは何か」とい

う大上段なテーマを書かせていただいているところでございます。今後の審議は、いろい

ろなことを考えながら、「住宅」とは何かを追い求める審議でもあろうかと思います。黒マ

ルに書いておりますとおり、住宅すごろくはもう終焉をしているのではないか、そして、

人々が住宅に求める機能はかなり変わってきているのではないか。そういったことも踏ま

えながら、審議をお願いできればと思います。ちなみに、今の住生活基本計画におきまし

ても、住宅の位置づけは、かなり丁寧に書いているところでございます。詳しくはご説明

を省きますけれども、人の暮らしを支えるものであるとともに、社会的な性格を持つもの、

また、まちづくりにも大きな影響を持つもの、こういった観念は従来からあるところでご

ざいまして、そういったものも大事にしながら、新しい住宅の形をぜひ考えていかれれば

と思っているところでございます。 

 長くなりましたけれども、以上でございます。 

【分科会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、意見交換の時間としたいと思います。本日は、計画の見直しに当たりまして

初めての審議ですので、できるだけ多くの委員にご発言いただきたいと思います。もちろ

ん時間に限りがありますので、恐縮ですが、できるだけ簡潔にご発言を頂ければありがた

いと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 では、どうぞ。 

【委員】  時間もないでしょうから、二、三分でお話ししたいと思いますが、今お話が

ございましたように、住まい方について、社会情勢が非常に大きく変化しておりますので、

人口減少あるいは少子化、高齢化は、もう待ったなしの状態、対応はすぐにやらなければ

いけない状態になっていると思います。特に、その中でも生産活動とか地域活動、主役が

いわゆる女性、あるいは高齢者になっておりますので、その活躍が求められる時代でござ

いますから、その支援が必要であることは間違いないと思います。住宅や住生活を充実す

ることが、いわゆる女性の活動を支援する１つの大きな貢献要素になるかと思っておりま

す。ライフスタイル、あるいはライフサイクルといいましょうか、非常に想像以上に変化

しておりますので、住宅用途や住まい方、これも多様化しており、消費者のニーズも大分

変ってきています。我々はマンション等をやっておりますけれども、郊外でファミリー層

がゆっくり子育てをしたいという方は、実際に広さを求めていらっしゃる。一方では、ダ
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ブルインカムで夫婦ともども働いている状況の中で、あるいは高齢者を中心とした、単身

世帯もそうですけれども、狭い空間でもいいということで、できるだけ都心に立地して、

職場に近いところで子育てもしていきたいというお話もありますので、そういった意味で

は、内容や基準が非常に多様化しておりますので、これまでの考え方に捉われないような

発想が必要かなと思っております。 

 先ほど少しありましたけれども、外国人の問題も、今、１６０万人ぐらいになっていま

すが、２０年間で８０万人増加しており、１０年、１５年ぐらいで見ると、外国人居住を

どのように考えるかということも、考えておかなければいけない。これは個々のマンショ

ンや一戸建の問題だけではなくて、むしろコミュニティーや、先ほど話がありました、ま

ちづくりなど、その中で、教育、医療など、あるいは商業の面で、どのようにそういう機

能を整えるかという問題であり、これもかなり考えておかないといけない。インバウンド

があっという間に１,３００万人ぐらいになりましたので、観光客ですけれども、今年は１,

７００、１,８００万人になると思いますが、規制緩和が始まりますと相当入ってくる可能

性は十分ありますので、その点で住まいの問題についても考えていかないといけないと思

います。 

 住宅取得者に対する、所得移転の問題があります。住宅資金贈与の問題も、消費税の増

税もありますので少し大きくなりましたけれども、これも今の住宅を求めようとする若い

人に、非常に資金不足という状況がありますので、できるだけ今持っている６５歳以上の

方からの所得移転というか、資金移転など、そういうものをこれからやっていくべきでは

ないか、もっと充実させる必要があるかなという感じを持っております。 

 それから、住宅供給ですけれども、今かなりストックが増加しておりますが、まだ長く

持つようなものが少ない面もありますので、こういうものはどんどんやっていかなければ

いけないし、あるいは省エネの問題や、バリアフリーの問題もあるし、また設備の水回り

の充実などということを考えますと、新築住宅がいいストックを残すという意味で、これ

からもやっていかなければいけない。そういう意味では、ストック形成の出発点というこ

とがございますので、我々としても良質な住宅をこれからも提供したいと思います。 

 住宅供給の中でフローとストックというお話がありましたけれども、このバランスとい

うことが求められるのは同様でありますが、もう一方で空き家問題があります。これは、

先ほど言った、利活用と簡単に言いますけれども、利活用は、私は簡単にできないと思い

ます。需要がないのです。特に郊外型の空き家の一戸建の場合などは、ほとんどもう住む
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人、借りる人がいないという状況でありますので、そういうことを考えると、もう少し違

った意味での、発想を変えて少し都市計画の問題にも関わってくるかもしれませんが、一

戸建住宅の、一種住専とかそういう都市計画も変更してまでやらなければいけないのでは

ないかという感じがします。そこをやらないと、次の利活用もなかなか考えられないなと

いう感じがしております。 

 最後に、まちづくりのあり方ですけれども、子育てをしながら、地域の中で子育てを一

体的にやろうというのは、非常に大きな問題でございますので、こういうことをやります

と、まちに住むことが容易であろうし、あるいは、まちを形づくる消費者対策にもなると

いうこともあります。若者の場合も、地方に住みたいという方が定住してもらえるという

ことであれば、コミュニティーがしっかりしていれば非常にいいと思います。ただ、スマ

ートウェルネス住宅も結構だと思いますが、誰が主体になってそのコミュニティーを形成

していくのか、あるいは運営していくのか。そういったことによって、高齢者もその中の

一翼になって何とか自分の働き甲斐を求めていく、つくっていくということもありますの

で、ぜひ血の通ったコミュニティーを、潤いのあるコミュニティーをどうつくるかという

のは、大きな問題点にしていただければありがたいなと思います。 

 長くなって申しわけございませんが、以上でございます。 

【分科会長】  すみません。私が本来時間を設定すべきでした。お一人２分以内でお願

いいたします。 

 それでは、他の方、いかがでしょうか。どうぞ。 

【委員】  ストック重視は当然だと思うのですが、ストック対策となると地域性の問題

が新築政策よりももっと重要になって、一体、地域ごとにどうなっているかという把握も

重要だと思うのですが、今回ここでつくるのは全国計画だと思いますが、それに対して資

料４で都道府県計画のことが報告されています。事務局に伺いたいのは、この都道府県計

画のフィードバックをどういう形で今後の全国計画に活かすのか、そのプロセスがあるの

かどうかを伺いたいのと、それから、活かさなければいけないだろうというのが意見でご

ざいます。 

 以上です。 

【分科会長】  ご質問だったのですが、簡潔にお願いします。 

【住宅政策課長】  当然、都道府県計画は多岐にわたっていて中身もさまざまです。地

域の状況が逆によく見えるところもありますから、そういったものをフィードバックしな
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がら検討していきたいと思っております。そうした資料もまた追ってお示ししながらご議

論いただければと思います。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 他に、どうぞ。 

【委員】  １点だけ、申し上げたいと思います。論点の中で、多様な居住ニーズに応じ

た住まいの実現が初めにありまして、私は、これは非常に重要だと思っております。住生

活基本計画は、政策でこういうことをやるということだけではなくて、どんな住まい方が

あるのかということを、ぜひ積極的にご提案いただきたいと。人口減少という中で、住宅

サービスはストックによって供給されていますので、なかなか急には変えられない。そう

いう中で人口減少が起こった場合には、需要が減って供給がなかなか変わらない、減少で

きない中で、需要が減少した場合には、非常に激しい資産価格の低下が起こる可能性があ

る。そうした場合には、引っ越しといいますか、不動産流通も滞る可能性もありますし、

資産を利用した例えばリバースモーゲージとかそういうものも、なかなかできない。それ

はあまりいいことではないと私は思います。それはなぜかといいますと、基本的には、１

つの住宅にずっと住み続けるという住まい方について、変わらない場合には、非常に激し

い資産価格の下落が起こる可能性があるので、こういう多様な住まい方、二地域居住です

とか、どんどん中古住宅が流通していくとか、そういう必需品としての住宅というよりは、

価格弾力性の高い普通の財、２戸持ってもいいし、どんどん住みかえてもいいというよう

な住まい方をご提案して、それが受け入れられないと、なかなか急激な資産価格の下落が

起こってしまって、あまりいいことにならないような気がします。そういう意味で、住生

活基本計画では、フィージブルな多様な弾力的な住まい方を提案するような計画であって

ほしいなと。それに併せまして、不動産流通とかそういう政策のセットも、そういう住ま

い方がフィージブルなのだということをご提案できるような計画であってほしいと私は思

っています。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

【委員】  私は福祉の分野から居住のことをずっとやってまいりましたので、セーフテ

ィネットとしての住宅という視点に大変興味を持って、この会に参加しております。高齢

者、それから少子化に関してはかなり注目が集まってきているし、データもたくさんあり
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ますし、政策もある。福祉で最近、事業で居住支援ということになると非常に福祉の人た

ちの関心が高いのですね。これは高齢者だけではなくて、住宅セーフティネット法の中で

も言っていらっしゃるように、身体障害者、精神障害者、知的障害者、それから低所得の

方たち、高齢も入る方たちで、それらが全部福祉の政策としては、地域移行なのです。今

まではそういった方たちを訓練してから、住まいという順序で考えていたのですが、今は

ハウジングファーストということが言われています。これはアメリカから出てきたことだ

と思いますが、まず住まいを確保すると元気になる。訓練、訓練と言うよりも。そういう

ことで、非常にそのことに福祉の人たちはある意味で期待を持っているところがありまし

て、そこら辺はデータ的にもあまり分散していることもありまして、出てきていないし、

私もよくわからない。そういうところのデータを少しはっきりさせていって、量としては

高齢者ほど多くはないでしょうけれども、ぜひ、そういう居住支援、それから居住支援協

議会ですか、そこら辺の強化というのも出ておりますけれども、それを、ぜひ、していけ

ればなと思っております。そんなところです。 

【分科会長】  どうもありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

【委員】  私は子育て支援の分野から今回この委員会に参加をさせていただいておりま

す。特に住宅施策のことについて詳しいわけではありませんけれども、今日いろいろな資

料を見せていただきまして、少子化に伴いまして、住宅・住まい方等が大きく変わってき

ていることを、実感している一人でもあります。私自身も子どもが３人います。最初は賃

貸のマンションでしたが、子どもが増えるにしたがって次のマンションに引っ越し、子ど

もが３人になりましたら、下の家からうるさいと言われ、一戸建に引っ越しをしました。

そういう意味で、若い子育て家庭が、子どもに我慢させることなく安心して住まいを確保

することの大変さも、実感しております。引っ越したときに定期借家に引っ越しをして、

さらに今やっと自宅を建てることができたのですが、その定期借家のところも物件がたく

さんあればいいのですけれども、なかなか地域で見つけることが難しい。それから借りる

年数の指定も、２期続けて活用することはまず難しいという中で、苦労してきた一人でも

あります。また皆さん、資産価値ということをお話しされました。子育て支援をしており

ますと、小学校に入るまでにどこに住まうかをある程度決めるという傾向があると思いま

す。乳幼児期にこの地域で子育てをしたい、子どもを育てたいと思われた方は、ほんとう

に家を買われるなどして、継続して住まうと思っております。また地域の方々が、今、地
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域との関係ということで自宅を開放するという、例えばオープンガーデンですとか、「住み

開き」というお言葉もあるようですけれども、少し縁側的な形で自分の家を、塀を立てる

のではなくて、オープンにしてガーデンをつくっている。そういうことで、いろいろな人

たちとの交流を生み出していくということが始まっております。ぜひそういった観点で、

この議論にも参加をさせていただき、地域づくり、コミュニティーづくりも考えていきた

いと思っております。 

 よろしくお願いいたします。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

【委員】  資料８の３ページのところに、スマートウェルネス住宅、シティの実現とい

う大事なキーワードが入って、そこの部分を特に重点的にといいますか、大事なテーマと

して推進していただきたいというのが意見でございます。その背景として、資料７の２８

ページに、全国５,０００万件の住宅のうち、今の省エネ基準を満たす住宅が５％しかない

という、先進国としてはあり得ない低水準の住宅が多いということがあり、それが冬場の

病死者、それから事故死者を増やしているということの、どうも根本原因にあるように考

えております。昨年度から、国交省のスマートウェルネス住宅の調査事業、普及啓発事業

等が始まって、そのお手伝いをしていますが、なかなか今の補助制度で断熱改修を高齢に

なってからやろうという気になる方がいないということで、そういう意味では、住宅、リ

バースモーゲージとか、リフォーム一体型ローンとかいうメニューの中に、もう少し断熱

もよくして、安心して生活できるようなことを誘導する方向を考えていただけないかとい

うことが、１点です。 

 それと最後ですが、賃貸住宅の質の向上という中で、ＵＲとかあるいは公営団地に多く

の高齢者が集中的に住んでいて、冬に多く亡くなっていたり、あるいは夏に熱中症で亡く

なっていたり。ところが、断熱改修までなかなか財政難で予算が回せないという話をよく

聞きますので、何か、せめて公営の賃貸もうまく断熱という意味での質の向上を図れるよ

うな何かを盛り込めればと思います。 

 長くなりましたが、以上です。 

【分科会長】  どうもありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

【委員】  仕事柄、田舎のほうによく行くのですけれども、この計画を読んでいますと、
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総花的なのは仕方がないのですが、都市の視点が強過ぎて、田舎に住んでいる方々の視点

がないのかなと。特に、市町村計画は今回３割しかつくっていないことについての評価を

後で事務局に聞きたいのですが、残りが必要ないと思っているような計画になっていると

ころに、少し問題点があるのかなと考えています。その１つが、今回、人口減少それから

高齢化というのが所与の条件として新しく計画をつくり直すとすれば、空き家対策という

ものをこの計画案の中にもう少し明確に位置づけた上で、何らかの計画的なアプローチが

盛り込めないかなと考えています。特別措置法の中では、いろいろ台帳をつくって市町村

がやってくださいということがあるので、それをそのままもらってくるような形でもいい

のでしょうが、空き家対策はないといけない。それから、高齢者の独り住まいというのが

あって、孤独死が大きな問題になっているときに、これを住宅の側からどう対応するかと

いうと、経産省と重なってきますが、サ高住とか、そういったセコムのような見回りサー

ビスを含めて、見回りサービスを面的でするようなイメージでのまちづくりをどうするの

か。今、まち・ひと・しごと創生本部のほうでＣＣＲＣの検討が入ってきていますけれど

も、これも包含したような議論を一度したほうがいいのではないかなと考えています。 

【分科会長】  どうもありがとうございます。 

 ほかに。どうぞ。 

【委員】  私は初回の１８年６月の策定時にこの審議会の委員の一人でしたが、そのと

きも議論になったのですが、論点の４に関連しますが、この基本法そのものについて、私

としては国の政策として、米国の住宅政策のような、ああいうしっかりした法律ではなく

ても、計画というよりは、人と住まいの関係の変化を踏まえた、逆に住宅の位置づけとい

うよりは、住生活基本計画の位置づけということについて、もう一歩も二歩も進むべきで

はないかと私は思います。もともと１回目のときも、その辺を踏まえて、６条、７条の中

で、金融とか税制まで議論したのですが、結局はその部分は外れて、結果としてぎりぎり

の段階で、金融・税制という附帯決議事項がついています。附帯決議事項云々ではなくて、

もう一度、私としては、国の政策としてこういうことをやっていく場合は、金融・税制の

あるべき形はどうだということの議論をすべきだと思います。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 どうぞ。 

【委員】  地方行政ということで、市長をやっておりますけれども、まちづくりという

のを、ここで論点整理された全体のことで、それを具体的にどう見せるかということで、
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当然、地方としては、そこに住みたいとか暮らしたいと思ってもらう、こういう魅力を出

すということに尽きるのだろうと思います。その中に住宅政策がどのような形に位置づけ

られているのかということで、私どもがまちづくりをするときに、今一番の課題は、市民、

国民もそうですけれども、その意識を変革しなければいけないというところが、なかなか

できていないということです。国民全体として住みかえというものに価値観を持つかとか、

子育てしたいというのはわかるけれども、では、子育てしたい住宅とか地域は、どんな理

想的なものかというのを見せないといけない。イマジネーションがもっと図れるという計

画をつくっていくと、この政策が具体的に広まるということだろうと思います。今、国の

地方創生のモデルケースに私どもは指定されたのですが、そういうことをやれるところを

１つでも２つでもつくって、つくると、感覚的にこういうことなのだなという、それがつ

ながるのだろうと思いますので、ここに論点整理されているいろいろなことがありますが、

それをもう少し具体的にどこかで見えるモデルをつくることによって、その政策が広がる

というところを、「住」においても行う。今、私どもはスマートウェルネスシティというこ

とでやっていますし、○○委員が言われているスマートウェルネス住宅というものが、ほ

んとうに病気にならないとか、かなり健康でいられるとかいう実態を示すようなものが、

具体的な例をどこかで使うことが、政策が広がるポイントなのではないかと思います。 

【分科会長】  どうもありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

【委員】  全体の貴重な資料をお示しいただいて俯瞰的なことがよくわかったのですけ

れども、多様な居住ニーズといいましても、これが、ほんとうは把握がきちんとされてい

ないのではないかという問題意識を感じております。例えば住まいを購入するときには、

居宅用とか子ども用とか投資用というアンケートがありますし、それを越えた情報は、そ

の後つながっていないのではないかと、住んでいる人とか暮らしている人のニーズという

か、住まいに対するシーズの把握をもっとしていかなければいけないのではないかと、少

し思います。また賃貸のニーズも、○○委員がさっきおっしゃったように、ほとんど理解

とか共有されていないことも、現実としてあるのではないかと思います。こういう中で、

相談サービスの充実とかそういうものが、これから出てくると思いますけれども、そのと

きの担い手とか仕組みをこれからつくっていくことが、住生活基本計画の理念のところに

入ってくるものが大きいのかなと、１つとして感じています。 

 実際には、こういう住まい方をした人が、その前段階でどんなことを考えて、住まいの
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決定に至っているかということも、今いろいろなビッグデータの集積や分析でできるよう

にはなっていると思いますので、そういう試みをやっていくことが、未来をつくるきっか

けになるかなと少し感じています。 

 もう一つ、空き家対策については、インバウンドでいろいろな方が海外からも若い方と

かもいらっしゃる前提で、コンドミニアム的な感じで長期滞在に対応できるような地域の

空き家とか、都内のワンルームとか、そういうものも柔軟に活用できるような、今も法律

的なルールとか柔軟な提案はあるのかもしれないですが、そういう情報の提供とか発信が

あるといいなと思いました。 

 もう一つ、ＵＲ的なまとまった空間資源というご説明も頂いたのですが、大体こういう

設定では、住まいと、あと環境空間みたいな議論があるのですけれども、本来、住んで、

暮らして、楽しんでいくには、商業空間との連携みたいなことも必要ですので、そういう、

環境はもちろん押さえていただいた上で、商業空間、利便性とかそのあたりの議論も追求

できればと思います。 

【分科会長】  どうもありがとうございます。 

 ほかに。どうぞ。 

【委員】  貴重な情報提供をありがとうございました。手短に、１つは、住まい方が非

常に多様化しているという話と、住まいが多様化しているという話は、多分別だと思いま

す。最初の、資料８の１枚目は、ややそこが混在している状況になっていて、もちろん住

まい方が多様化するにつれて住まいも多様化していくのでしょうけれども、必ずしも１対

１ではございませんし、そのときに住まいをどう考えていくかというのが、こちらの住生

活基本計画なのか、もちろんその背景には住まい方の話もあるわけですが、そこは少し整

理をしたほうがいいのかなと思いました。それに関連して、住まいも多様化するという際

には、ストックをどう利活用していくかということですけれども、これは既にご発言がご

ざいましたが、利活用に足るだけの、豊かな質の高いストックになっているかどうかとい

うことが非常に重要なので、そこについては検証が必要で、いいものは使っていくけれど

も、よくないものは、基本は建て替えていくという、そこを少し数量的にもきちんと把握

していく必要が、全国計画としてはあるのかなと思いました。以上が、１点です。 

 もう１点は、まちづくりのところで、コンパクト化や居住誘導という話がございました

けれども、緩やかに市場をうまく使って誘導していくべきものと、もう少し政策的に考え

ていくといいますか、介入していったほうがいい部分があるように思っておりまして、特
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に防災上安全な地域への居住の誘導というのは、そんなにのんびりと構えるような話では

ないと思っています。もちろん移転という選択肢もありますし、そこの場での例えば構造

上の規制とかいう、いろいろな選択肢があると思いますけれども、ここはもう少し短期的

に危機感を持って臨んだほうがいいのではないかと考えております。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 では、お願いします。 

【委員】  ありがとうございます。３点ほどありまして、１つは、ぜひ民間賃貸住宅の

管理という側面を強化していただき、住み手がもっと安心して暮らせるという意味で、分

譲マンションに対しては、結構、管理でいろいろ施策があるのですが、民間賃貸に関して

は、これほど多くの人が住んでいるのに、管理という言葉がここにもあまり出てきません

ので、そういう視点から考えていただきたいというのが、１点です。 

 それから２点目は、住まいに関して、住まいのいいものが市場で評価されるには、情報

が重要ですから、住まいのところにもう少し情報という言葉をリンクして、いいものがし

っかりと市場で評価され、高齢期、自分の資産を活用して生き切るということにも、情報

というのをしっかりとキーワードにしていただきたいと思ったのが、２点目です。 

 ３点目は、定期借家の活用とあるのですが、多分、定期借地の活用もあると思うのです

が、定期借地制度ができて、大体もう２５年ぐらいですか。多分５０年に設定されたもの

が真ん中に来ていますから、流通の問題とか周辺の問題が出てくると思いますので、ここ

をしっかり安心させて、さらなる推進ということを考えていくというのが、次に求められ

ているのではないかと思います。 

 この３つの課題も含め、ほかもそうですが、全体的には公と民の新たな連携が求められ

ているという視点も、ぜひ入れていただきたいと思います。以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ほかはいかがでしょうか。どうぞ。 

【委員】  都心ですけれども、不動産の売買仲介をしています。当社に来るお客様は基

本的に既存住宅を購入して、リノベーションを前提にお探しになっているのですが、今、

先ほど小学校に上がる前にお家を買うというお客様がいらっしゃるとおっしゃっていまし

たが、どちらかというと、共働きが多いので、保育園に預けながらお家を買いたい。その

場合、保育園がどうしてもかえられないので、ご自分の今住んでいるエリアで物件を買い
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たいと。その場合、どうしても予算的に面積を小さくするとか、物件を古くするという方

法しかないのです。１つは、面積を小さくした場合には、家族のライフスタイルが変わっ

たときの住みかえを全体にお勧めをしたのですね。ですので、まず資産価値としてどう評

価するかがすごく大きな問題だと思います。あと、古い物件に関しては、何年住めるので

すかというお話をよく聞かれるのですが、何年住めるというのが具体的にお答えできない

のですね。かえって、それぞれの専門家の方がそれぞれの意見を持っているので、その辺

のところをもう少し精査できればと思っています。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 どうぞ。 

【委員】  今のご発言にリンクするのですけれども、中古住宅の流通にはインスペクシ

ョンの制度がしっかりしていないと、私がもし買う場合にも、きっと安心して買えないと

思います。それから空き家の問題もそれにリンクしてくるかなと思います。そういう制度

があるといいなと思っています。 

 もう１点、この中で私は教育の現場にいるので思うのですが、住教育という視点があっ

てもいいかなと思っていて、維持管理が重要だとか、環境とエネルギーと住宅の問題とか、

それからさまざまな住宅のオルタナティブがあるとかいうことは、ある年以上になってか

ら言っても変えられないこともあるので、住むことの教育、住教育はわりと早目にやって

おいたほうがいいかなという気がしました。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 どうぞ。 

【委員】  今のお話と同じですけれども、住教育は私も非常に重要だと思っています。

１つには、住教育の中でも今までは住宅ストック、住宅をつくれば終わり、住宅すごろく

の上がりが住宅所有が最終目的で全てだったのですね。ところが、その先があるというこ

とは、まだほとんどの方がわかっていない。そのためにも維持管理が必要だというような、

どこかでその情報提供をしていかないと、使えない空き家の増加や、個人の持っている住

宅がいつの間にか資産低下をしてしまっているという現実を、多くの人にもっと早くわか

ってほしい。そしてまた、先ほど○○委員もおっしゃいましたが、そういう情報提供が私

もすごく大事だと思っています。そういう視点もぜひ入れていただきたいと思っています。 

 以上です。 
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【分科会長】  ありがとうございます。 

 ほかには。どうぞ。 

【委員】  今回の論点で、住宅供給のあり方、②ということであるのですけれども、こ

れまでの発想ではなくて、これからも急激に人口が減っていくわけなので、住宅を供給し

ていくという、新しいものをつくるとか供給するという発想ではなくて、どうたたんでい

くかという発想も、とても大事になっているのかと考えています。先ほど何名かの方がお

っしゃっていたように、空き家対策と明確にリンクをした形での住宅政策をやっていかな

いと、今後立ち行かなくなるのかなと感じています。ですので、これまで、つくるものの

内容とか整備水準とか量などを目標としていたと思うのですが、これからは空き家率をど

う低下させていくかという数値目標や、先ほど○○委員がおっしゃっていたように、既存

住宅ストックといっても、使える住宅と、ほんとうに除却したほうが地域のためにいいと

いうものもあるわけで、そういったものをきちんとたたんでいく、つまり除却していくほ

うにきちんと政策を向けていかないと、どんどん地域が悪くなっていくと感じています。

特に賃貸住宅市場のことも書かれていますけれども、最近、相続税の対策で、３０年一括

借り上げとかいう形で、どんどん賃貸が増えていく世の中になっていて、それがどこでも

かしこでも建ててしまうということで、かなり地域で問題になっているところがございま

す。ですので、特に賃貸住宅も全て一括りにするのではなくて、ほんとうに今後使えるよ

うな新しい形での質のいい賃貸ならオーケーだけれども、そうではないものは、ある程度

量をコントロールしていかないといけないのではないかと感じています。今後、人口は確

実に減少するので、住宅という国民の財産を低下させないというか、資産を守るという意

味でも、その辺のことをきちんとやっていく必要があると思っています。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

【委員】  現在、東京都では、この住生活基本計画の都道府県計画でございます、東京

都の住宅マスタープランを改定するということで、東京都の住宅政策審議会で人口減少社

会に向かう中での住宅政策のあり方ということを、ご議論いただいているところでござい

ます。東京都の中では、２つの大きな柱ということで、一方は分譲マンション施策が非常

に重要ということで、マンション部会を設けましてご議論いただきまして、今年の夏には、

先行して第１次の答申を頂くことになってございます。一方、企画部会ということで全般
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的なご議論の中では、人口減少社会に向かってどのように都市の活力を維持するのか、東

京、都市部では、都市の活力の維持というのが非常に重要な観点でございますので、その

中にあってどういう形で、例えば地域構造を集約型にどのように再編するかですとか、団

地の再生ですとか、また空き家の活用ということでご議論を進めていただいているところ

でございます。私どもといたしましても、この分科会の議論と併せて東京都も住宅マスタ

ープランを改定していきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

【分科会長代理】  初めての方もいらっしゃるので、ご優先でと思っていたのですが、

すばらしい資料と、今のすばらしいそれぞれのご意見を聞いておりまして、これだけの資

料を見てわかると思うのですが、国として全体像をまとめる必要と、何人かのご意見もあ

りましたが、地方という、あるいはそれぞれの地域で見たときとでは、アウトプットが変

わってくるというのを、どうやってまとめるか。相反するものを一緒にまとめて何か方向

性をつけるというのは、とても難しい。特に住居は地域にかかわってくるから、これをど

う表現していくかは、非常に重要な課題ではないかと思っております。 

 それから、この中で私が注目しているのは、こういうことは全部明快にしようというふ

うに動くのですけれども、曖昧な部分が、かなり人のコミュニティーとか生活の上ではと

ても重要だと思っております。中間領域という言葉で今回は書かれていますけれども、そ

ういった曖昧なものを許容しながら、例えば環境の問題とか、住まい方とか、土地の用途、

利用とか、いろいろなことをくっきりさせようというのがこれまでの施策ですが、これだ

け人口が減ってきて、いろいろなことをみんながやらなければいけない時代に、もう少し

そこを重ねていくという、もう一つの新しい図式をつくり出すことも非常に重要かと思っ

ているので、この２点と、皆様方のご意見をどのように見える化するかというところを、

ぜひ、頑張っていくべきではないかと思っております。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。まだ頂いていない方、何かありましたら。 

 よろしいですか。そうすると２巡目も可能になりますけれども、何か言い残したという

ことで、ご意見がありましたら、お願いいたします。 

【委員】  質問に近いのですけれども、③の都市・地域のあり方の中で、持続可能なコ

ミュニティーの形成ということがございます。それで、全て私は知っているわけではない
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ので、私の感覚として言わせていただきますが、民間の事業者がこのコミュニティー形成

をやった事例を見ますと、意外と成功事例があるのですね。そう数は多くないのですが。

この上の公的な賃貸住宅の活用ということで、公的なものは意外と型にはまったものが多

いといいますか、そういう感じがしまして、民間でやったコミュニティーづくりの成功事

例を見ますと、かなりのパワーが必要なのです。ですから、ここでお書きになっているコ

ミュニティーの形成について、どのような主体、主体がどこになるのか、あるいは民間と

共同でやるのか、どういう持って行き方をするのかなと疑問がありまして、質問したいと

思いました。 

【分科会長】  ご質問ですが、よろしいでしょうか。 

【住宅政策課長】  主体が誰かとか、主体同士の役割分担と連携については、多様なも

のがあるのだろうと思っております。ここで、これだというものがあるわけではないので

すが、皆様方いろいろなお取り組みをされていると思いますので、ぜひ、成功例、あるい

は逆に失敗例を出していただいて、我々として整理をして情報を提供していくことが必要

なのかなと思っております。国のほうが「こうした主体で」というところを決め切らない

ほうが、こういったものの性格上いいのかなとも思っておりますので、ぜひお知恵をお貸

しください。 

【分科会長】  よろしいでしょうか。 

【委員】  ありがとうございます。 

【分科会長】  ほかに何かありますでしょうか。 

 もしなければ、私からも少し。１つは、資料８で、特に人の住まい方のところで、子ど

も、若者、高齢者という形で出ております。それ以外をあえて出す必要があるかどうかと

いうところですが、今後、特に人口減少をある程度止めていくことを考えるとすると、若

者よりもう少し上の層の方々が、実際、家庭を持って、そして生活していくための何らか

の仕組みづくりも必要なのではないか。例えば３０代、４０代ぐらいの方が、そういうこ

とをしていく必要があると思うのですが、そうした方々の中で、例えば正規雇用になれな

いというような方が、なかなか例えば結婚に踏み切れないとかいう話も聞くのですが、そ

ういった方々の住まい方も少し考える必要があるかもしれません。もちろん上のほうにな

くはないのですが、もしかすると今後の大きな課題になり得るのかなという部分もありま

すので、発言させていただきました。 

 ほかは。どうぞ。 
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【委員】  １点だけ、お願いしたいと思います。全ての施策が税法に関係してくると思

うのです。さっき○○委員がおっしゃっていたように、これが欠落しているというのは、

お話をしていっても、ほんとうに一番核心を突いていないのではないかと思います。この

議論をしないと、いろいろ解決しない問題がたくさんあると思います。例えば資産である

ところの相続の問題です。優良な街並みがほとんどなくなってきています。これはもう全

部税金だと思います。売れるか売れないかと、我々はそういう業者ですから、売れないも

のは必要とされていない、売れるものは需要があったということでしょうけれども、この

裏には、税金が、税法が関係しているのです。これを抜いてはまずいのではないかと思い

ます。ぜひご検討をいただきたいと思います。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ほかはいかがでしょうか。どうぞ。 

【委員】  ○○委員がおっしゃっていたことで、最後の、豊かで持続可能なコミュニテ

ィーの形成ということですが、我々も失敗例もありますし、成功例もあるのですけれども、

民間で建てて、売って終わりということではなくて、売った後もどのようにそれを管理し

て、まち全体を、環境も含めて、あるいは施設も含めてどう守っていくかというところに

なるので、取り組んで行くのですが、ただ、おっしゃるように民間会社がやってもお金が

取れなければ、それは存続しませんので、その民間会社や管理会社が何をやるかというと、

今度は個別の家のリフォームなど、そういうものをやったり、もっと極端に言えば庭の掃

除をやったり、そういうことをやりながら、コミュニティー全体の管理、コントロールを

する、あるいは家全体の管理をするということで、何か儲けの手段がないと、なかなか誰

もやらないということになりますので、その辺の仕組みづくりをどうやるかということが

重要かと思います。それから、さっき○○委員がおっしゃったように、税金の問題が書い

ていなかったということでしょうけれども、当然のことで、さっき資金贈与の話もしまし

たが、住宅に関しては、税制が結構インセンティブになったりしますので、これは絶対必

要だと思うので、おそらく別に意識していないわけではなくて、たまたまここから欠落し

ていたのではないかと私は思っていますが、ぜひその辺も含めて、税と金融について、こ

れをどうするかを少し考えていただきたいと思います。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ほかはいかがでしょうか。大体よろしいでしょうか。 

 それでは、もう一つ、「その他」という事項がございます。それでは、報告事項といたし
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まして、民法改正に伴う住宅品確法等の改正について、ご説明がありますので、よろしく

お願いいたします。 

【住宅瑕疵担保対策室長】  住宅瑕疵担保対策室長の瀧澤でございます。 

 それでは、「民法改正に伴う住宅品質確保法・住宅瑕疵担保履行法の改正について」とい

うことで、資料９を用いて説明させていただきます。１ページをご覧いただきますと、民

法につきましては、報道等でもご存じのとおり、債権関連の規定について抜本的な改正が

なされることになっております。今年２月に法制審で答申が出され、それを受けて３月３

１日に法案が閣議決定され、国会に提出されている状況となっております。今般の品確法、

瑕疵担保履行法の改正は、この民法改正に伴う関連改正を一括で措置する整備法案により

行われるものです。法務省が提出する整備法案ということで、品確法や瑕疵担保履行法に

ついては形式的な改正という位置づけでございますが、これからご説明します、瑕疵とい

う文言の扱い等にかかる改正内容となっているため、今回、皆様の参考として報告させて

いただくという扱いとさせていただいております。 

 ２ページをご覧いただきますと、今般の改正で、品確法、瑕疵担保履行法についてどう

いう改正がなされるかが書かれています。先ほど、法制審の答申は２月に出されたと申し

上げましたが、この問題については、先に中間報告がなされたこともありまして、関連す

る法改正事項についてはあらかじめ並行して検討がなされておりました。品確法、瑕疵担

保履行法の改正については、こちらに書かれています、住宅瑕疵担保履行制度のあり方に

関する検討委員会で、中身について検討を行いました。そこで一定の方針が取りまとめら

れましたので、その対応方針に従って、この整備法の条文案を検討いたしました。 

 具体的には、１番にありますように、一番大きい改正内容として、「瑕疵」という文言を

どうするかという問題がございます。民法では、こちらに書かれているように、目的物が

種類、品質、あるいはまたは数量に関して、契約の内容に適合しないという形で書き下さ

れるということで、「瑕疵」という言葉そのものは、債権関連の規定からなくなることにな

っております。これに対応して、品確法、瑕疵担保履行法でどうするかということでござ

いますけれども、住宅の品質確保、あるいは住宅瑕疵担保の分野では、まさに法律の名前

にもございますように、「瑕疵」という言葉が十分に定着していることもありますので、今

回の改正に当たりましては、品確法の中に瑕疵の定義規定を、ここに書いてあるような形

で置きまして、その上で「瑕疵」という文言を、この品確法、瑕疵担保履行法の中で引き

続き使っていくという扱いにすることといたしました。 
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 その他の対応につきましては、かなり細かいことですので大ざっぱに申し上げますと、

今般の民法改正にかかる法制審における議論では、瑕疵担保責任の法的な性質というもの

をどう捉えるかということ等について、様々な観点から検討がなされました。その結果、

この瑕疵担保責任の概念が、債務不履行責任の１つの類型であるという形で整理されると

いうことになりました。これに伴いまして、もともと従来の瑕疵担保責任に関する条文に

あった独特の規定を見直す、あるいは他の規定とのバランスで今までなかったものを創設

するということで対応しておりまして、例えばここに書いていますような、売買の瑕疵担

保責任の中の「隠れた」という要件、すなわち、買主の善意無過失という要件を削除する

とか、あるいは土地工作物については、請負契約については解除できないことになってい

たところ、改正後は解除を可能にするということなど、現在の商取引の実務に合わせた改

正を行うことといたしたということでございます。 

 説明は以上でございます。 

【分科会長】  ありがとうございます。３ページはよろしいですか。 

【住宅瑕疵担保対策室長】  まとめて申し上げたようなことが具体的に書いてあるとい

うことですので、細かくはご説明しなくて大丈夫かと思います。 

【分科会長】  どうもありがとうございます。 

 これについて、何かご質問はありますでしょうか。 

 よろしいですか。 

 それでは、急がせてしまって申しわけなかったのですが、むしろ予定していた時間より

少し早いのですが、もし特になければ本日の審議はこれで終了といたします。 

 事務局から連絡事項がありましたら、よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  本日は長時間にわたるご審議をいただき、ありがとうございました。

次回の分科会ですけれども、日程調整を事前にさせていただきました。皆様のご都合で一

番多い、５月２２日金曜日の１０時から１２時に開催する予定です。テーマといたしまし

ては、今日いろいろなご議論がありましたので、主要論点と目標設定の方向性について、

改めて幅広く、かつ突っ込んだご議論をいただければと思っております。詳細につきまし

ては、委員の皆様に追ってご連絡をいたします。 

 以上です。 

【分科会長】  それでは、本日はこれで終了といたします。どうもありがとうございま

した。 
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―― 了 ―― 

 


